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株　主　各　位

第75期定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

　当社の第75期定時株主総会招集通知に際して提供すべき書類
のうち、以下の事項につきましては、法令および当社定款第15条
の規定に基づき、インターネット上の当社のウェブサイト
（https://www.maruha-nichiro.co.jp/home.html）に掲載する
ことにより、株主の皆様に提供しております。

①連結注記表
②個別注記表

マルハニチロ株式会社

表紙
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の数　　　　　　　　76社

　主要な連結子会社　大都魚類㈱、神港魚類㈱、㈱ヤヨイサンフーズ、
　　　　　　　　　　大洋エーアンドエフ㈱、大東魚類㈱、㈱マルハニチロ物流、
　　　　　　　　　　ニチロ畜産㈱、㈱マルハ九州魚市ホールディングス、
　　　　　　　　　　九州中央魚市㈱、㈱マルハニチロ北日本、
　　　　　　　　　　Maruha Capital Investment, Inc.、
　　　　　　　　　　Westward Seafoods, Inc.、Peter Pan Seafoods, Inc.、
　　　　　　　　　　KF Foods Limited、Kingfisher Holdings Limited、
　　　　　　　　　　Southeast Asian Packaging and Canning Limited
　なお、前連結会計年度において連結子会社であった公海食品㈱は株式売却により、
連結の範囲から除いております。

②　主要な非連結子会社の名称等
　主要な非連結子会社　Westward Fishing Company、
　　　　　　　　　　　Pyramid Fishing Company
（連結の範囲から除いた理由）
　非連結子会社はいずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益
（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）などは、いずれも連結計
算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法適用の非連結子会社数　　２社
　　会社名　Westward Fishing Company、Pyramid Fishing Company
②　持分法適用の関連会社数　　　　25社
　　主要な会社名　浙江興業集団有限公司、㈱ＣＡＣマルハニチロシステムズ、
　　　　　　　　　煙台日魯大食品有限公司

　なお、当連結会計年度よりKent Warehouse and Labeling, LLC、有限責任事業
組合日本ブリ類養殖イニシアティブ、QMK International LLCを新規設立したこと
により持分法の適用範囲に含めております。

③　持分法を適用していない非連結子会社（㈱別府魚市　他）および関連会社（㈱ポ
ートリリーフエンジニアリング、アズマビルサービス㈱　他）については、当期純
損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）などからみて、持分
法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体として
も重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

④　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事
業年度に係る計算書類を使用しております。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、大都魚類㈱他46社の決算日は連結決算日と一致しております。
Westward Seafoods, Inc.他27社は決算日が12月31日のため、当該各社の決算日にお
ける計算書類を使用し、連結決算日までの間に生じた重要な取引については連結上必要
な調整を行っております。
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　Maruha(N.Z.)Corporation Ltd.は、決算日が９月30日のため12月31日現在で実施
した仮決算に基づく計算書類を使用しております。
　また、当連結会計年度において、アイシア㈱は決算日を２月28日から３月31日に変
更し、連結決算日と同一となっております。なお、当該子会社の2019年３月１日から
2019年３月31日までの１か月分の損益については連結損益計算書を通して調整する方
法を採用しており、当連結会計年度における会計期間は13か月となっております。
　当該変更による当連結会計年度に与える影響は軽微であります。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準および評価方法

イ．満期保有目的の債券　　　　　償却原価法（定額法）
ロ．その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格などに基づく時価法（評価差額
は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主
として移動平均法により算定しております。）

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法
ハ．デリバティブ　　　　　　　　時価法
ニ．たな卸資産　　　　　　　　　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定しております。）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

　減価償却資産は主として定率法を採用しておりますが、一部の連結子会社では定
額法を採用しております。
　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）ならびに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備および構築物については、定額法を
採用しております。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　　　建物および構築物　　　２年～50年
　　　機械装置および運搬具　２年～17年
ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）
に基づいております。

ハ．リース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

　売上債権、貸付金などの貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権など特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収
不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上して
おります。

ハ．役員賞与引当金
　役員に対する賞与の支出に充てるため、当連結会計年度における支給見込額に基
づき計上しております。

ニ．災害損失引当金
　災害に伴う損失に備えるため、将来の損失見込額を計上しております。

ホ．特別修繕引当金
　船舶などの特別修繕に要する費用の支出に備えるため、将来の修繕見積額に基づ
き計上しております。

ヘ．環境対策引当金
　「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」(平成13
年６月22日法律第65号)に基づき、保管するポリ塩化ビフェニルの処理費用の支出
に備えるため、当連結会計年度末において見積もった額を計上しております。

④　退職給付に係る会計処理の方法
イ．退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間
に帰属させる方法については、期間定額基準によっております。

ロ．数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（主として10年）による定額法により費用処理しております。
　数理計算上の差異については、主として各連結会計年度の発生時における従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10年）による定額法により按分し
た額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

⑤　重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額
は損益として処理しております。なお、在外子会社などの資産および負債は、決算日
の直物為替相場により円貨に換算し、収益および費用は期中平均相場により円貨に換
算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定および非支配株主持分に含め
て計上しております。

⑥　重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。
　金利スワップ取引について特例処理の条件を満たしている場合には特例処理を、
金利通貨スワップ取引について一体処理（特例処理、振当処理）の条件を満たし
ている場合には一体処理を採用しております。
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ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象
　・ヘッジ手段　　　　　先物為替予約取引、通貨オプション取引、通貨スワップ取
　　　　　　　　　　　　引、金利スワップ取引および金利通貨スワップ取引
　・ヘッジ対象　　　　　外貨建債権債務、外貨建予定取引および借入金利息
ハ．ヘッジ方針

　当社の内部規程である「金融リスク管理検討会運営規則」などに基づき、為替変
動リスク、金利変動リスクをヘッジしております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段
の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によ
って有効性を評価しております。
　ただし、特例処理を採用している金利スワップ取引および一体処理を採用してい
る金利通貨スワップ取引については、有効性の評価を省略しております。

⑦　のれんの償却に関する事項
　のれんの償却については、発生原因に応じて20年以内での均等償却を行うこととし
ております。なお、重要性が乏しいものについては、発生年度に全額償却する方法に
よっております。

⑧　その他連結計算書類作成のための重要な事項
イ．消費税等の会計処理

　消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
ロ．連結納税制度の適用

　当社および一部の連結子会社は、連結納税制度を適用しております。

２．表示方法の変更に関する注記
　（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

  「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号  平成30年２月
16日）を当連結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産
の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

　（連結貸借対照表）
  前連結会計年度において、有形固定資産の「その他」に含めて表示しておりました
「建設仮勘定」は、金額の重要性が増したため、当連結会計年度から有形固定資産に区
分掲記しております。なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている「建設仮勘
定」は4,150百万円であります。

　（連結損益計算書）
  前連結会計年度において、特別利益に区分掲記しておりました「固定資産売却益」
は、金額の重要性が乏しいため、当連結会計年度から特別利益の「その他」に含めて表
示しております。なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている「固定資産売却
益」は44百万円であります。
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３．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保資産および担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。
建物および構築物 14,472百万円
機械装置および運搬具 10,389百万円
土地 19,290百万円
投資有価証券 5,557百万円
その他 12,533百万円

計 62,243百万円
　担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金（１年以内返済予定の長期借
入金含む）

21,718百万円

長期借入金 48,059百万円
その他 2百万円

計 69,780百万円
⑵　有形固定資産の減価償却累計額 257,454百万円
⑶　偶発債務

　連結会社以外の会社の金融機関などからの借入等に対して、債務保証を行っており
ます。

Phoenix Processor LP 470百万円
浙江興業集団有限公司 400百万円
財形住宅ローン 10百万円

計 880百万円
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 52,656千株 －千株 －千株 52,656千株

⑵　自己株式の数に関する事項
株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 26千株 3千株 0千株 30千株

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加３千株は、単元未満株式の買取りによる増
加３千株であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の売渡しによる減
少０千株であります。

⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額

決 議
株 式 の
種 類

配 当 金 の
総 額
（百万円）

１ 株
当 た り
配 当 額

（円）

基 準 日 効 力 発 生 日

2018年６月
2 7 日 定 時
株 主 総 会

普 通
株 式

2,105 40
2 0 1 8 年
３ 月 3 1 日

2 0 1 8 年
６ 月 2 8 日

（注）持分法適用会社が所有する普通株式の自己株式に係る配当金のうち、持分相当額
０百万円を控除しております。

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年
度になるもの

決 議
株 式 の
種 類

配 当 金 の
総 額
（百万円）

配 当 の
原 資

１ 株
当 た り
配 当 額
（円）

基 準 日 効力発生日

2019年６月
2 6 日 定 時
株 主 総 会

普 通
株 式

2,105
利 益
剰 余 金

40
2 0 1 9 年
３ 月 3 1 日

2 0 1 9 年
６ 月 2 7 日

（注）持分法適用会社が所有する普通株式の自己株式に係る配当金のうち、持分相当額
０百万円を控除しております。
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５．金融商品に関する注記
　⑴　金融商品の状況に関する事項
　　①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金などに限定し、また、資金調達
については金融機関からの借入が中心ですが、極力有利な調達手段を選択する方針で
す。デリバティブ取引は後述するリスクを回避するために利用しており、投機目的の
ためのデリバティブ取引は行わない方針であります。

　　②　金融商品の内容および当該金融商品に係るリスク
　営業債権である受取手形および売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。ま
た、グローバルに事業を展開していることから生じている外貨建ての営業債権は為替
の変動リスクに晒されております。
　投資有価証券は、主に満期保有目的の債券および業務または資本提携などに関連す
る株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。また、一部の取引先企業
などに対し長期貸付を行っております。
　営業債務である支払手形および買掛金、未払金の支払期日は、そのほとんどが１年
以内であります。また、外貨建ての営業債務は為替の変動リスクに晒されておりま
す。
　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主
に営業取引および設備投資に係る資金調達であります。
　当社グループの事業は、世界数十カ国と取引を行っており、資金調達は、主に国内
外の金融機関からの借入によっております。当社グループは、これらの商取引上およ
び財務取引上発生する為替リスクおよび金利リスクをヘッジし、リスク管理を効率的
に行うためにデリバティブ取引を導入しております。具体的には、通貨関連では将来
の為替相場の変動によるリスクを回避するために、先物為替予約取引、通貨オプショ
ン取引および通貨スワップ取引を行っております。金利関連では借入金に係る将来
の金利変動リスクを回避するために金利スワップ取引を行っております。なお、ヘッ
ジ手段とヘッジ対象、ヘッジ有効性評価の方法などについては、前述の１．連結計算
書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「　⑷　会計方針に関する
事項⑥ 重要なヘッジ会計の方法」をご参照願います。

　　③　金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスクの管理
　当社グループは、与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理および残高管理を行う
とともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制としております。
　デリバティブ取引の利用にあたっては、取引相手が倒産などによって契約不履行とな
ることで被る損失に係るリスクを軽減するために高い信用を有する国内外の大手の金
融機関とのみ取引を行っております。
　当連結会計年度末における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の連
結貸借対照表価額により表されております。
ロ．市場リスクの管理
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握
しております。

－ 7 －
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　当社グループは、外貨建ての営業債権債務などについて、将来の為替相場の変動によ
るリスクを回避するために、先物為替予約取引、通貨オプション取引および通貨スワッ
プ取引を利用しております。また、外貨建ての借入金などに係る支払金利の変動リスク
および為替相場の変動リスクを抑制するために金利スワップ取引、金利通貨スワップ取
引を利用しております。
　当社グループのデリバティブ取引は、ヘッジ目的で行っているため、当該取引の評価
損は、ヘッジ対象のオンバランス取引と一部ないし全部が相殺されます。したがって、
デリバティブ取引の評価損益のみを捉えることは重要な意味を持たないと考えており
ます。また、時価の変動率が大きく、経営に重要な影響を及ぼすような取引は行ってお
りません。デリバティブ取引については、各連結会社において、取引の目的、内容、保
有リスク、持高など社内の規程があり、これに基づいて厳格に管理しております。
ハ．資金調達に係る流動性リスクの管理
　当社グループは各社が月次に資金繰り計画を作成するなどの方法により流動性リス
クを管理しております。

　⑵　金融商品の時価等に関する事項
　当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額について
は、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次
表には含めておりません（（注）２．参照）。

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

時 価
（百万円）

差 額
（百万円）

⑴　現金および預金 12,132 12,132 －
⑵　受取手形および売掛金 114,040 114,040 －
⑶　投資有価証券 27,741 27,741 －

　資産　計 153,914 153,914 －
⑴　支払手形および買掛金 33,512 33,512 －
⑵　短期借入金（＊1） 101,641 101,641 －
⑶　未払金 28,158 28,158 －
⑷　長期借入金（＊1） 161,767 162,863 1,096

　負債　計 325,079 326,175 1,096
　デリバティブ取引（＊2）
　①ヘッジ会計が適用されていないもの 238 238 －
　②ヘッジ会計が適用されているもの (20) (20) －
（＊1）短期借入金のうち一年以内返済予定の長期借入金については長期借入金に含めて

おります。
（＊2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計

で正味の債務となる項目については、(　)で示しております。

－ 8 －
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（注）１．金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する
事項

　資　　産
　⑴　現金および預金、⑵　受取手形および売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっております。

⑶　投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格また
は取引先金融機関から提示された価格によっております。

　負　　債
⑴　支払手形および買掛金、⑵　短期借入金、⑶　未払金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっております。

⑷　長期借入金
　変動金利は、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行後大きく異な
っていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額
によっております。なお、金利スワップの特例処理および金利通貨スワップの一体処理
（特例処理、振当処理）の対象とされている借入金については、一体として処理された
元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在
価値により算定しております。
　固定金利は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で
割り引いた現在価値により算定しております。

　デリバティブ取引
　デリバティブ取引の時価は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定して
おります。
　なお、金利スワップの特例処理および金利通貨スワップの一体処理（特例処理、振当
処理）によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されている
ため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記「負債 ⑷　
長期借入金」参照）。

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　非上場株式等（連結貸借対照表計上額10,176百万円）は、市場価格がなく、時価を把
握することが極めて困難と認められるため、「資産 ⑶　投資有価証券」には含めており
ません。

－ 9 －
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６．賃貸等不動産に関する注記
⑴　賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社および一部の連結子会社では、神奈川県その他の地域において、賃貸用の商業施
設等（土地を含む）を有しております。2019年３月期における当該賃貸等不動産に関
する賃貸損益は899百万円（主な賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計上）、
減損損失は239百万円（特別損失に計上）であります。

⑵　賃貸等不動産の時価に関する事項
連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

当連結会計年度末の
時 価 （ 百 万 円 ）当 連 結 会 計 年 度

期首残高（百万円）
当 連 結 会 計 年 度
増減額（百万円）

当連結会計年度末
残  高 （ 百 万 円 ）

13,612 △370 13,242 18,669
（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額

を控除した金額であります。
　　　２．当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は保有区分の変更による増加（233

百万円）、主な減少額は減損損失（239百万円）および不動産売却（233百万
円）であります。

　　　３．当連結会計年度末の時価は、主として不動産鑑定士による鑑定評価額または路
線価方式による相続税評価額を基に算出した価額を使用しております。

　　　４．開発中の賃貸等不動産は、時価を把握することが極めて困難であるため、上表
には含めておりません。

７．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 2,381円96銭
⑵　１株当たり当期純利益   317円24銭

８．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

９．その他の注記
　該当事項はありません。

－ 10 －
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　有価証券の評価基準および評価方法
①　子会社および関連会社株式

移動平均法による原価法
②　その他有価証券

・時価のあるもの
期末日の市場価格などに基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

・時価のないもの
　移動平均法による原価法

⑵　デリバティブ等の評価基準および評価方法
　　時価法

⑶　たな卸資産の評価基準および評価方法
　　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切
　　下げの方法により算定しております。）

⑷　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）
　　定率法を採用しております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）ならびに
　　　2016年４月１日以降に取得した建物附属設備および構築物については、定額法を
　　　採用しております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）
　　定額法を採用しております。
　　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）
　に基づいております。
③　リース資産
　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

⑸　外貨建の資産・負債の本邦通貨への換算基準
　　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は
　損益として処理しております。

－ 11 －
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⑹　引当金の計上基準
①　貸倒引当金
　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に
　より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能
　見込額を計上しております。
②　退職給付引当金
　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金
　資産の見込額に基づき計上しております。

イ．退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰
属させる方法については、期間定額基準によっております。

ロ．数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（10年）による定額法により費用処理しております。
　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ
発生の翌事業年度から費用処理しております。

③　環境対策引当金
　　「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」（平成13
　年６月22日法律第65号）に基づき、保管するポリ塩化ビフェニルの処理費用の支出
　に備えるため、当事業年度末において見積もった額を計上しております。

⑺　消費税等の会計処理
　　消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

⑻　連結納税制度の適用
　連結納税制度を適用しております。

２．表示方法の変更に関する注記
　（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

  「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号  平成30年２月16
日）を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表
示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

－ 12 －
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３．貸借対照表に関する注記
⑴　担保資産および担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。
建物
機械および装置
土地

5,087百万円
663百万円

5,833百万円
その他有形固定資産 77百万円
投資有価証券
関係会社株式

5,557百万円
7百万円

計 17,227百万円
担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 10,134百万円
長期借入金 44,667百万円

計 54,801百万円
⑵　有形固定資産の減価償却累計額 52,818百万円
⑶　偶発債務

　下記会社の金融機関等からの借入等に対して、債務保証を行っております。
Maruha Capital Investment, Inc.
大洋エーアンドエフ㈱
㈱マルハニチロ物流

9,226百万円
900百万円
754百万円

その他 400百万円
小計 11,281百万円

財形住宅ローン 8百万円
計 11,289百万円

⑷　関係会社に対する金銭債権・債務
短期金銭債権 43,157百万円
長期金銭債権 9,820百万円
短期金銭債務 6,359百万円

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

売上高 41,880百万円
仕入高 77,922百万円
その他の営業取引高 19,636百万円
営業取引以外の取引高 3,892百万円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末日における自己株式の数

普通株式　　　　　　29,148株

－ 13 －
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６．税効果会計に関する注記
　 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
貸倒引当金 34百万円
固定資産減損損失 1,254百万円
関係会社株式評価損 5,397百万円
未払販売促進費 781百万円
退職給付引当金 4,092百万円
繰越欠損金 26百万円
その他 1,645百万円

繰延税金資産小計 13,232百万円
評価性引当額 △7,115百万円
繰延税金資産合計 6,116百万円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △2,291百万円
その他 △185百万円

繰延税金負債合計 △2,476百万円
繰延税金資産の純額 3,640百万円

－ 14 －
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７．関連当事者との取引に関する注記
関連会社等

種　類 会社等の名称 所在地
資本金又は

出資金
(百万円)

事業の
内容

議決権等
の所有（被
所有）割合

（％）

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科　目
期末残高
(百万円)

子会社

株式会社マ
ルハニチロ

物流

東京都
中央区

430 物流事業
直接

100

貨物の冷蔵
保管ほか

資金の援助
役員の兼任

資金の
回収
(注１)

6,450

短期
貸付金

12,820

長期
貸付金

1,830

利息の
受取
(注１)

195
流動
資産

その他
4

大洋エーア
ンドエフ
株式会社

東京都
中央区

709
漁業・養殖

事業
直接

100

商品の売買
資金の援助
役員の兼任

資金の
貸付
(注１)

987

短期
貸付金

8,405

長期
貸付金

3,600

利息の
受取
(注１)

82 － －

株式会社ヤヨ
イサンフーズ

東京都
港区

727 加工事業
直接

100

商品の売買
資金の援助
役員の兼任

資金の
貸付
(注１)

557
短期

貸付金
8,477

利息の
受取
(注１)

58 － －

Maruha
Capital

Investment,
Inc.

Bellevu
e,

Washi
ngton,
U.S.A.

72,043
(千米ドル)

海外事業
直接

100

債務保証
資金の援助
役員の兼任

債務
保証
(注２)

9,226 － －

保証料
の受取
(注２)

12
流動
資産

その他
2

取引条件および取引条件の決定方針等
（注１）上記３社に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定

しております。
（注２）金融機関からの借入に対して債務保証を行っており、市場実勢を勘案して保証料を

合理的に決定しております。

８．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額　　　　　　　1,398円91銭
⑵　１株当たり当期純利益　　　　　　　199円31銭

９．重要な後発事象に関する注記
　 該当事項はありません。

10．その他の注記
　 該当事項はありません。

－ 15 －
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